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平成１８年１２月２７日に企業会計基準委員会より公表された

 貴委員会から平成 18年 12月 27日に企業会計基準委員会より公表された上記公開草案に
ついて、下記のとおりコメントを提出いたします。

記

１．適用時期について

適用時期の延期もしくは猶予期間の設定を強く申し入れます。

（理由）

公開草案では、「平成２０年４月１日以降開始する連結会計年度及び事業年度より適用す

る。」となっているが、今回の「所有権移転外ファイナンス・リース取引に関する通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理の廃止」は、わが国におけるリース取引の実務処理

に大きな変更を要するものである。リース会社は小規模会社でも数千～数万件、中・大規

模会社では、数十万件以上の契約・資産を管理しており、コンピュータシステムを利用せ

ずには運用できない。そして現在のリース会社のシステムは、リース取引を「賃貸借処理」

として取り扱うことを前提とした仕様の上に構築されており、今回の変更はリース業界全

体において大幅なシステム改修を要求するものとなる。

システムの改修においては、１）実務指針の詳細な分析・調査、２）概要仕様の確定、

３）リース会社との調整、４）仕様の確定、５）設計、６）プログラム構築、７）システ

ムテスト、７）データの変換作業・確認（変換用プログラムの設計・構築を含む）、８）併

行本番テスト という工程が必要である。従って、現存している全てのリース会社がこの

システム対応を完了するには、相当な期間が必要と判断する。

２．適用初年度の取り扱い（貸手）について

 適用指針第８０項「前項の定めは、リース取引を主たる事業としている企業は適用でき

ない。」の削除を検討していただきたい。
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（理由）

 適用指針第７９項でリース取引開始日が会計基準適用初年度開始前のリース取引の場合、

引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を認めているが、８０項でリース

取引を主たる事業としている企業については、７９項の適用を認めていない。しかし、平

成１９年１月１９日に閣議決定された「平成１９年度税制改正の要綱」においては、平成

２０年３月３１日以前に締結した所有権移転外ファイナンス・リース取引については、賃

貸借として取り扱うこととしており、会計と税務で取り扱いに違いが発生することになる。

これにより、管理が複雑化するほか、申告調整額の把握が必要など、実務負担が大きくな

ると予想される。

３．利息相当額の各期への配分について

 基準案１１、１４項で「利息相当額については、原則としてリース期間中にわたり利息

法により配分する。」としているが、定額法による配分を全面的に認めていただきたい。

（理由）

 利息法による配分は、借手・貸手ともに実務処理が煩雑化することは明らかであり、ま

た、次にあげる例のようなリース契約については、実務上運用が難しいと判断するため。

・ 多種多様な物件をまとめて１契約としてリースしている場合にリース期間中の一部

中途解約や諸事情による契約分割発生時の利息の再計算が困難。

・ 見積残価を設定している場合や、変額・変則的な回収スケジュールのリース契約の場

合に利息法で用いる利子率の算出（設定）が困難。

４．その他

 適用指針における次の点の記述を明確化していただきたい。

（１） １４項 維持管理費用相当額の取り扱いにおいて、「維持管理費用相当額がリース料

に占める割合に重要性が乏しい場合」の判断基準。 

（２） ５５項 再リースの処理において、「リース投資資産から振り替えた固定資産につい

ては、再リース開始時点の見積再リース期間にわたり減価償却を行う」とあるが、

この際に想定している減価償却の方法。

（３） ７５、７８項 「この場合、第７４（７７）項を適用した場合の変更による影響額

に重要性があるとき」の重要性の判断基準。

（４） ８２項 で「通常の保守等以外の役務提供が組み込まれていないリース取引及び不

動産に係るリース取引」を範囲としているが、この範囲に入らない取引の取り扱い

指針。

（５） ８３項 で「取り扱っていない」としている取引の取り扱い指針。

  

以上
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